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第 3 回「障害者差別解消法の仕組み」
日時：2014 年 7 月 18 日（金）18：15 ～ 20：30
会場：立命館大学朱雀キャンパス多目的室
第 3 回「障害者差別解消法の仕組み」
 崔　　栄　繁
今、ご紹介いただきました DPI 日本会議の崔と申します。今日はよろしく
お願いいたします。お招きいただきありがとうございます。今日は、私は差別
解消法という法律について皆さんといろいろ共有していきたいと思っています。
連続講座で前に長瀬さんと東さんがいろんな話をされたと聞いています。長瀬
さんや東さんの話と重なる部分もあるかもしれませんけれども、解消法は権利
条約の批准の条件として作られたということと、2011 年に改正された障害者
基本法がベースになっているということで、条約と基本法をおさらいしてから、
差別解消法の話をしたいと思います。
ご存じのとおり日本が 2014 年 1 月 20 日に権利条約を批准しました。それま
での経緯や制度改革については東さんからお話があったと思います。差別解消
法は法律としては非常に小さなものなんですね。お役人の言葉で言えば、小さ
く産んで大きく育てる、まさにそのとおりの法律ですので、今日は解消法の内
容もさることながら、何が課題かということも皆さんと共有できればいいなと
思っています。
まず、条約と基本法のおさらいをしたいと思います。流れ的には、条約があっ
て、基本法の改正があって、そして解消法ができた。権利条約を、解消法がで
きたことによって批准したという流れになります。2006 年に条約できました。
2011 年に基本法が改正されました。2013 年の 6 月に解消法ができました。そ
して 2014 年の 1 月に条約に入りましたという流れになります。もう既に聞い
ているかもしれませんけれども、またおさらいとして確認したいのは、条約と
国内法の関係です。これは日本のルールですけれども、国会で作られるものを
法律といいますよね。国会議員というのは法律を作る人たちなんですね。その
法律の上に条約があります。条約の上に日本国憲法があります。その法律の中
で一番上位にあるのが日本国憲法、日本国内では日本国憲法、次に条約そして
法律という順番になります。条約というのは、簡単に言えば国と国の文章によ
る約束ごとです。そして法的な拘束力も持つとされています。ですので、憲法
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に違反する条約には日本は入れません。条約に違反する法律は作れません。あ
るいは直さなけきゃいけません。条約に書いてあることで法制度にないものは、
作らなければいけません、という関係になります。ただし残念なことに、今ま
で日本国は、先進国という国の中ではアメリカもそうなんですけれども、この
国連の人権条約はなかなか軽視されてきたと申しますか、なかなか法制度に結
びつきませんでした。例えば子どもの権利条約という条約があります。政府の
訳では児童の権利条約といいますけども、これも条約には入りましたけれども、
国会でその条約に入ったことで国会で作られた法律は 1 つもありませんでした。
女性差別撤廃条約という条約、女性の差別をなくしましょうという条約、これ
入りましたけれども、男女雇用機会均等法という法律で終わってしまいました。
これはこれで意義があるわけですけれども。ですので、私たち障害者団体は条
約に入る前に基本的な法整備をしろという運動をずっと続けてきたのです。そ
れの結果が、東さんからもお話があったと思いますけれども、この間の制度改
革、批准までの最後のひと仕事が今日のメインのテーマである差別解消法とい
うことです。
今年の 1 月 20 日に条約に入りました。それを批准日といいます。1 カ月後
の 2 月 19 日から国内で効力が発生します。効力が発生というのは、条約を法
的にというか政府は守る義務が生じるということです。これはあくまでも政府
が守るべきものですけれども、これには地方公共団体も入ります。条約策定の
議論は 2001 年から始まって、障害者権利条約特別委員会というのが 8 回開か
れました。そこで条約の交渉がいろいろされたんです。ここで一つ強調してお
きたいのが、大規模かつ実質的な当事者の参加ということでした。私はラッキー
なことに団体のネットワークの日本障害フォーラムというネットワークの条約
関係の事務局もやっていたこともあって、国連の特別委員会や見させていただ
いたんですけれども、広い会場が障害者だらけでした。東さんは政府がお金を
出してちゃんと政府のアドバイザーとして日本政府の代表団の席について会議
を日本政府に対してアドバイスをしている。私たち民間からは、のべ 200 人ぐ
らいが傍聴とかロビー活動に参加しました。ここで言われていたのがナッシン
グ・アバウト・アス・ウィズアウト・アス（Nothing about us without us）、「私
たち抜きに私たちのことを決めるな」というスローガンです。これは日本語で
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言えば、もともとはポーランドの「連帯」という昔あった労働組合の運動で使
われたらしいんですけれども、それを障害の世界に持ってきたと。自分たちの
ことを勝手に決めるなということです。ちょっと細かい条約の話は抜きますけ
れども、なんで障害者のための条約が必要だったかというのが権利条約の存在
意義です。皆さんもご存じのとおり国連には障害者権利条約も含めて 9 つぐら
いの人権条約が含まれている。例えば、勝手に逮捕したり、入国を制限したり
出国を制限したり政治活動を禁止したりしてはいけないという自由権規約とか、
教育を受ける権利とか、労働の権利とかを定めている社会権的権利というのが
あります。それを定めた規約もあります。先ほど言った女性差別撤廃条約とか
子どもの権利条約といろいろありますけれども、このいっぱいあるにも関わら
ずなんでまた特に障害者のことが必要になったかというのがこの権利条約の存
在意義です。自由権規約でも社会権規約でも女性差別撤廃条約でもいろいろ前
進はありましたけれども、なかなか障害者の生活実態は変わらないということ
で、障害者に焦点を当てた条約が必要だという声が 1990 年代から本格的にわ
きあがりまして、2000 年代にようやくできたということになります。
条約の障害者権利条約は何を工夫したか、どういう理念で作られたかという
のをまず簡単にちょっとおさらいをしたいと思います。一つ重要なのは、障害
の社会モデルという考え方を取り入れたということです。まず医学モデルから
社会モデルに変換、パラダイムがシフトされる。枠組みが転換されました。こ
こでよく言われているのが、障害者を保護の客体から権利の主体へ変えましょ
う、変えるための条約です。もうちょっと正確に言うと、恩恵や治療の対象、
客体から、障害のない人と平等な権利を行使する主体へ変えるパラダイム転換
する、パラダイムシフトする条約だというふうに言われていますし、国連の資
料にもそう書かれている。国連の会議の中でもそうやってずっと言われてきま
した。社会モデルというのがベースなんです。そこでいろんな考え方が出てく
るわけですけれども、インクルージョンですとか非差別・平等の原則とかいろ
んな考え方が出てきます。インクルージョンというのは、障害のない人を社会
がきちんと受け入れること、分け隔てられないでともに暮らす、ともに学ぶ、
ともに働くという分け隔てられない社会が障害者をきちんと受け入れていくと
いうのがインクルージョン。それからもう 1 つ、非差別・平等というのは、も
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ちろん差別をしてはいけないこと、条約はもちろん差別をしちゃいけないとい
うことが書いてあるんですが、ここでの大きな特徴としては、まずは他のもの
との平等を基礎としてという言葉がいっぱい入っている。条約で 30 箇所以上
入っている。他のものというのはもちろん障害のない人のことです。これ何を
意味しているかというと、障害者権利条約は障害者に特別な権利を作ったわけ
でもない。障害のない人が普段はあんまり感じていないんですけれども、普通
に行使している権利、例えば働くこと、移動すること、いろいろあります。社
会参加、関係すること、そうしたものを障害者にもきちんと保障しましょうよ
という、ただそれだけなんです。そのために新しい条約が必要だということで
す。これは差別をしてはいけない、社会モデルという考え方をベースにしてい
ます。
もう皆さんここにいらっしゃる方、社会モデルとかも多分ご存じだと思うん
ですが、簡単におさらいしたいと思います。社会モデルといってもアメリカ型
社会モデル、イギリス型社会モデルなど様々ですが、大雑把に言えば、社会参
加の不利の原因を何に見るかという考え方の違いです。医学モデルと社会モデ
ルの考え方はその違いです。医学モデルは社会参加、障害者は障害のない人と
比べて社会参加が不利になる原因を個人の機能障害、能力障害のせいだという
ふうに考えます。目が見えないあなたが悪いんです、耳が聞こえないあなたが
いけないんですという話なんです。一方社会モデルは、そうした機能障害、能
力障害がある人が社会に出たときに社会の側の障壁との関係で、不利になる。
もっと単純に言えば、社会の障壁に焦点を当てる考え方です。原因を何に見る
かという違いです。ですので、簡単な話で、医学モデルは、機能障害・能力障
害はあってはならない、克服すべきものになっります。障害への対策というの
は、根絶や予防、保護である。障害問題というのは、個人の機能の障害、機能
の障害、能力障害が問題だということですから、狭い意味での障害者とかその
周辺の人たちの福祉の問題だと。一方で社会モデルというのは、社会の側の障
壁が問題だというところに焦点を当てるので、障害の評価が機能障害と能力障
害の評価というのは、属性の 1 つであると考えているんです。社会の側の障壁
に焦点をおくので、障害の対策というのは、差別を禁止することやインクルー
ジョン、インクルーシブな社会を作ること、そういう施策を進めていくことと
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いうふうになっています。障害の問題というのは、その個人の問題である社会
の問題となるので、広い意味での人権問題であるという整理ができるんじゃな
いかと思います。
実は、こういった考え方が少しずつ日本の法制度にも影響を及ぼし始めてい
るというのを後で紹介していきたいと思います。今日は差別解消法の話がメイ
ンなので、これは触れなきゃいけないというところは、障害者権利条約の差別
の話、障害者権利条約は差別についてどういう規定しているかということをま
ずちょっとおさらいしたいと思います。
障害者権利条約は、第 2 条で「障害に基づく差別とは」ということを定義し
ています。上から 2 行のところをちょっと見てみますと、障害に基づく差別と
は障害に基づくあらゆる区別、排除、または制限であってと書いてあるので、
多分差別というのは、区別、排除、制限なんだなというのはわかると思います。
それから最後の 2 行を見ると、障害に基づく差別には、合理的配慮を行わない
ことを含むあらゆる形態の差別を含むと書いてある。ですので、障害に基づく
差別の輪郭がここで出てくるんですね。これをちょっと整理したのが下の①②
③というところなんですけれども、区別、排除制限というのは、障害のある人
と障害のない人に対して障害のある人を異なる扱いする、違い扱いをすること
です。法律でいうと、別異扱いとか、別異取り扱いとかいいます。もう 1 つは、
障害のない人に比べて不利に扱うこと、不利にすること、これを不利益扱い、
不利益取り扱いで整理できるのかなと思います。それから③は最後の合理的配
慮というものをしないこと。大体障害者権利条約 2 条には簡単に言えばこのよ
うなことが書いてあるのかなと。この①の別異扱いですね。異なる扱いと②の
不利に扱うことというのは、かなり重なっている部分もある。例えば区別、排
除、制限の中でも排除、制限というのは、それでかなり不利になるんです。こ
れははっきりと明確には分けられないんですけど、区別、排除、制限、不利に
扱うこと。もっと細かいこと言いますと、例えばこの第 4 行目の最後、享有し
又は行使することを害し又は無効にする行為、これは意図しない差別の本音だ
とか、いろいろしているわけです。障害者権利条約のこの差別の定義、なんで
こんなくどくど言うかというと、今後差別解消法で禁止される差別というのは、
ガイドラインが作られるんですね。そのときに条約というのをぜひ頭に入れて、
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役所とかいろんなところに働きかけていかなきゃいけないということを強調し
たいのだと。また後で、その問題点も話したいと思います。条約の 2 条に差別、
障害に基づく差別の定義があるということをちょっと頭に入れておいてくださ
い。解消法には、今の基本法にも差別の定義というのはないんです。私たちが
今日本の法制度の中で、障害に基づく差別といったときに手がかりになるのは
この権利条約のこの第 2 条です。それから合理的配慮は、これをしないことは
差別であるということ条約に書いてある。後で説明する差別解消法も、これに
ついては、合理的配慮の提供義務ということでいろいろ規定しているわけです。
ということで条約の話、おさらいは以上にしときます。社会モデルの導入と、
差別の定義をしているということをまず頭に入れていただきたいです。
次に、障害者基本法の話を少ししたいと思います。2011 年に改正されました。
障害者基本法というのは、地味な法律でしかも理念法で、各省庁がやっている
下の方をそのまま羅列しているようなものでした。これによって統一的な障害
者施策とか計画とかというのを立てられるようになったわけですけれども、こ
の理念を、例えば差別を禁止するとか書いてありますけれども、じゃあ裁判で
この基本法の差別禁止規定に違反するからといって裁判は起こせないんです。
そういった性格の法律なのでなかなか使えない、使えなかった法律なんです。
行政的な施策を推進上の意味はありますが、我々一般大衆からするとなかなか
使えなかった。ところが 2011 年の改正でこの法律が偉大な力を発揮しはじめ
ました。これも、そんなに大きな法律ではありません。34 条ぐらいなんです。
これをおさらいしたいと思います。障害者差別解消法は、障害者基本法を具体
化するということで作られた法律なので、基本法のことを少し知っておかない
と、できた背景とか、何を言っているのかよくわからなくなります。条文見た
だけでも、解消法理解できない。基本法という法律は、障害者だけじゃなくて、
教育基本法とか、結構あるんです。何十個かあるわけですけれども、これはよ
く言われているのは、憲法と実定法という具体的な権利とか技能を規定してい
る法律をつなぐ法律だと言われています。ある人は障害者の憲法だという人も
いるぐらいの話なんです。2011 年に制度改革ということで、条約批准のため
の準備の第一弾ということで基本法が改正された。この法律、実はかなり根本
を変えるような作業をされているんです。まず、24 条から 36 条へ大幅に増えた、
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次に障害者を福祉の客体から権利の主体へと、位置づけを変えたんです。障害
者施策の基本を福祉から変えた。何に変えたかというと、まず福祉という言葉
全部とっぱらっちゃったんです。それから、障害の予防という項目もなくしま
した。これは権利条約、先ほど私がパラダイム転換、保護の客体から権利の主
体とか、恩恵や治療の客体、対象から障害のない人の平等な権利の主体に変え
るための条約だという説明をしました。パラダイムシフト、パラダイム転換の
ための条約だと言いました。これを、基本法で反映させたのです。それからも
う 1 つは、モニタリング監視機関を設置した。障害者政策委員会というものを
作ったんです。今まであったものをなくして、障害者政策委員会という実際に
動ける委員会を作ったということです。今この政策委員会の委員長さんは、み
なさんもよくご存じの静岡県立大の石川准さんがやっています。第 1 期目は石
川准さんがやって、第 2 期目もぼちぼち始まると思いますけども、石川さんが
犯罪を犯したり、そうしたことない限りは、多分次の委員長も石川さんじゃな
いかと私は思っています。政策委員会というのが開かれ、それが内閣府に作ら
れました。これも条約の監視をするための 1 つの機関だというふうに言われて
います。それでちょっと中身を見てみます。ここが差別解消法と関係する部分
が結構あるのです。目的と定義というので、社会的障壁というのを新たに定義
した。これは、差別解消法の大きな土台になっている部分なんですけれども、
まず目的規定で基本的人権の共有主体だとか、分け隔てなく共生といったイン
クルージョンの概念が規定されていて、第 2 条で障害者とは何ぞやって規定が
あります。これは社会モデルを反映させたものというふうに言っています。障
害者も障害者手帳を持っている人だけじゃなくて、一定の期間あるいは断続的
に機能障害や知的障害などがある場合、そしてその社会ある人で障害及び社会
的障壁によって継続的に日常生活に社会生活に相当な制限を受ける人というふ
うに呼んでいます。障害及び社会的障壁によりというのは、これは条約の機能
障害及び社会的な障壁によって社会への参加を妨げられるものというその規定
を日本風に変えているんですね。要するに、ここでまず一つ社会モデルを少し
取り入れている。ピンとこないのかもしれませんけども、法律上の定義として
重要なこの 3 番目の社会的障壁というものを定義した。障害があるものにとっ
て日常生活または社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制
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度、慣行、観念その他一切のもの、これを社会的障壁と定義したんです。これ
は 2011 年にこんな定義されたって皆さん知っていました？マニアックな私た
ちみたいな団体とか、そういう人たちしか知らないと思うんですけど、実は大
きな大きな改正が 2011 年にされていたということなんです。これが後で差別
解消の話と関係してきます。それから条約との関係で言えば、例えば第 3 条こ
れもいろいろまだ変えなきゃいけないことがあるにせよ、障害者が可能な限り
どこで誰と住むか選択することを確保すると。これは条約の 19 条に関係する
ことです。あるいは手話が言語であるということが読み取れる条文ができまし
た。基本法第 3 条、後で見てみてください。手話が言語だというのは、これは
権利条約の第 2 条とオーバーラップしてきます。それを反映させたものなんで
す。そして差別解消法の話に関係するのはこの第 4 条、障害者基本法第 4 条に
差別の禁止という規定があります。この 1 という数字はないんですけれども、
一番上の 2 行は第 1 項です。第 2 項、第 3 項、3 つの項からなっています。第
1 項は何びとも障害者に対して障害障害を理由として、差別することその他の
権利利益を侵害してはならないというのは、これは前からの基本法にあります。
これはこのままです。第 2 項が実は重要なんです。読んでみます。社会的障壁
の除去はそれを必要としている障害者が現に存し、かつその実施に伴う負担が
過重でないときは、それを怠ることによって前項の規定に違反することとなら
ないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がなされなければならない
と。これを一発でわかった人は本当に天才だと思いますね。社会的障壁の除去
というのは、バリアをなくすことでなくそれを必要としている障害者の現に存
しというのは、バリアをなくせ、なくすことが必要である障害者がいる、これ
は要するに障害者はそれを請求するということまで含んでいるんです。それが
過重な負担でないときに行う。合理的配慮は過度な負担あるいは過重な負担が
ある場合はしなくてもいいということになっています。そこら辺を全部反映さ
せたものなのです。ですから、社会的障壁を取り除くための合理的配慮をしな
いと差別になりますよということが書いてあるわけです。もう一度言いますと、
社会的障壁を取り除く合理的な配慮をしないと、1 項に禁止している差別にな
りますよということを言っているんです。もっと簡単に言うと、合理的配慮を
しないことは差別だと言っているんです。この 1 項と 2 項。要するに、基本法
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でかなりそういったベースができあがってきたんです。これ 2011 年です。障
害者差別解消法は、この基本法第 4 条を具体化するための法律ということで作
られました。ですから、基本法のおさらいをしなきゃいけないんです。
もう 1 つ基本法をマスターしなきゃいけない理由としては、基本法はいろん
な分野についての規定をしているんですね。第 2 章で。それを各則といいます
けれども、例えば医療介護と年金と教育、療育、職業相談、雇用の促進等とか
いろんなのがあります。国際協力もありますし、情報の利用におけるバリアフ
リー化とか、公共的施設のバリアフリー化とか、基本法にこういった個別の各
分野の規定がされているんです。障害者差別解消法は、どの分野の差別を禁止
するかというときに、基本的にはこの基本法が規定している分野なんです。今
言った医療介護とか年金とか教育とか言いましたけれども、この分野の差別を
禁止したり、合理的配慮をしなきゃいけないということになっているんです。
後で言いますけれども、差別解消法は他の国の差別禁止法のように各分野への
規定はないんです。各則といいますけれども、例えば教育分野とか労働分野の
個別の分野の規定はないんです。基本法の各分野にそれは記されるんですよっ
て国会のえらい人が大臣とか、そういう人たちが言っている。基本法を少し知
らないとちょっと差別解消法ってよくわからなくなってしまいます。これは多
分、今までの法律を作ってくる文化というのがあったと思うんですけれども、
政権交代がこの間 2009 年以降 2 回ありましたよね。2012 年にまたもう 1 回自
公政権に戻って、差別禁止法とかそういうのもうできないんじゃないかと、私
たちはずっと恐れつつも運動をしていったわけですけれども、まあその基本法
を具体化するということで今の与党にしても、とっかかりやすかったのかなと
勝手に思っていたんです。新しいゼロから作るよりは、この基本法の第 4 条を
具体化するという名目があれば、もともと差別禁止法なんかいらないっと言っ
た人に対しても働きかけやすかったのかなと。実は自民党なんかは、最初は差
別禁止法なんかいらないと言っていたんですけども、ヒアリングとかいきます
と、かなり熱心な議員さんもいっぱいいたんです。ちょっとびっくりなのです
が、差別解消法じゃなまぬるいとか、禁止法のほうがいいとかという人もいた
ぐらいでした。そういう方は、お子さんが障害をもっている人とかが多いんで
すけれども、私もちょっと色眼鏡で見ていた部分もあってびっくりしたのはあ
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るんですけれども、それは余談です。基本法を具体化するということで差別解
消法ができました。
差別解消法の入る前に、差別の類型の話です。何が差別で何が合理的配慮か
というのは、これから各分野担当の省庁がガイドラインで決めるんです。です
から、教育の分野だったら文部科学省、建物や交通機関であれば国土交通省、
情報でしたら経産省、分野分野で違ってきちゃうんです。医療とか福祉の場合
は、厚労省、雇用労働ですと厚労省、というように各省庁がガイドラインを決
めて、これは差別だとか、これが合理的配慮だというのを決めるんです。です
ので運動的な観点からしますと、こちらからきちんとこういうのは差別にする
べきだとかということを言っていかないと非常にゆるゆるのものになってしま
う。ゆるゆるというのは、障害者が日常的に感じている不愉快さとか嫌な気持
ちとか差別的扱いに対しても、見落とされてしまうとか、のかされてしまう恐
れがあると私は思っています。なので、ここでどういった今差別の類型が整理
されているかというのをおさらいしておくと、ガイドラインを作る際、あるい
はさっきの話ですけれども、それを見直していく際にやはりこういうこともき
ちんと差別と入れなきゃいけないとか、そういった整理がしやすいということ
でいつもやっています。大体、今、ADA（Americans with Disabilities Act）
とかイギリスの平等法とか韓国の差別禁止法とか、あと差別禁止部会意見内閣
府ですね、というものを参考にしながら作ってみたんですけども、4 種類ぐら
い言われている。直接差別と、関連差別と、間接差別と、合理的配慮をしない
こと。この 4 種類。直接差別というのは、よく言われているのが、機能障害と
か能力障害そのものを理由にして制限とか区別排除、分離をしちゃうこと、不
利に扱うことです。「歩けない人はお断り」「障害者は乗せません」「耳の聞こ
えない人は受験できません」「精神障害のある人は利用できません」とか、そ
ういったことです。わかりやすい差別。まだその欠格条項みたいなものは残っ
ていますけど、これは直接差別と言っています。関連差別というのは、「車椅
子の人はちょっと入れませんよ、お断りしています」とか、「電動車椅子の人
にはお酒売りません」とか、「介助犬盲導犬連れている人は、ちょっとお断り
します」とか、直接障害を機能障害とかを理由にはしないんですけれども、関
連するものを理由に区別とか排除とか制限しちゃうこと。それで不利に扱うこ
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と。これを関連差別といっています。これはイギリス法の障害に起因する差別
という規定をアイディアを使ってうまく整備しています。私は障害者を差別し
ない、とよく言うじゃないですか。盲導犬はペットお断りなので困る、だから
別に障害者を差別していないとかよく言いますけれども、その関連することで
いろんな制限を加えるとその人の利用のしやすさとか参加に支障を与えてしま
う。不利にしてしまう行為を関連差別というふうに言いましょうということで
す。間接差別というのはもっと難しい概念で、国によってもまたこれが非常に
違うんです。特に細かく定義しているのはイギリスの平等法、韓国なんかも法
律を考えて整理したところはこういうところになるわけですけれども、表面的
には中立的な慣行や基準を障害者そのままに当てはめると結果的に障害者が不
利になってしまう場合があります。そういうところです。後で例を挙げます。
合理的配慮をしないことというのは、そのとおり配慮を過度な負担もないのに
しないことです。
関連差別を除いて、事例を挙げてみます。直接差別、今日は聾の方を例に示
していきたいと思います。聾の方で、どこかの大学を受験するというふうな設
定にしましょう。その聾の方は、普段は手話を使ってコミュニケーションを図
るわけですけれども、願書を出しました。まず、直接差別。「私たちの大学は
聴覚に障害のある方は、受け入れられない」。聴覚障害を直接の理由にして受
験できませんと排除をする。聴覚障害はそこを理由にする。これが直接差別、
わかりやすい。今どきそんなのないと思われるかもしれませんが、3 ～ 4 年前
かな、DPI の私たちの方に相談がきまして、海外の視覚障害の方がある九州の
大学に受験をしようとしたら「視覚障害の方はお断りです」と言われた。相談
に来たぐらいなので、まだそういうことをやっているところもあるのかもしれ
ません。これが直接差別。間接差別というのは、その大学の受験科目に英語の
聞き取り試験があるとします。その人が願書を出しました。「ぜひ受けてくだ
さい。頑張ってください。うちには英語の聞き取り科目があって、私たちの大
学にはルールがあって、１人の人に特別扱いはできないという決まりがありま
す。ある特定の人にも優遇したりすることはできません。優遇したり、劣悪対
応、不利に扱うことはしてはいけませんという決まりがあります。」わかりや
すいですけれども、一見考えると普通ですよね、試験でじゃあこの人とか例え
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ばこっちの出身の人にはいい点をあげるとか、こいつは気に入らないから不利
に扱っちゃうとかというよりは、やはり試験は原則としてはみんな平等に受け
なきゃいけない。平等な時間に平等な同じものを受けなきゃいけない。多分、
障害のない人、障害者にあまり会ったことがないとか縁のない人たちに言って
も「そんなのあたり前じゃん」というふうになると思います。「なので、あな
たの場合に、聞き取りテストがあるんですけども、その決まりで特別扱いでき
ないんです」と、結果的にそういった一見中立的なルールや慣行を当てはめて
しまうことでその聾の人は聞き取りテストが 0 点になってしまう可能性がある。
これが間接差別とよばれている一例です。日本で言われている例では、女性差
別の例があるんですけども、ある企業が「身長 170 センチ以上の人を採用する」
ということを言ったんです。これは結果的に身長 170 センチ以上の人が非常に
少ない女性を不利にしているということも言われています。これは女性差別の
男女雇用機会均等法の方で言われているわけですけれども、間接差別の概念は
広くていろんな形がある。誰も障害とは全く関係ないようなところなんですけ
れども、それを当てはめちゃうとある集団が不利になってしまう場合のことを
言います。合理的配慮というのは、過度な負担、大きすぎる負担がかからない
ように例えば聾の人に別の試験を準備するとか、合理的配慮をしないこと、こ
れも差別になる。今の例だと間接差別と似ているんですけれども、間接差別は
ルールだからできないと、ルールを前に言っているわけです。皆さんにお配り
した中には差別事例を一応出していますので、後でちょっとご参考までに見て
みてください。
それで、本番の差別解消法の話になります。差別解消法は、基本的考え方と
いうのをベースにお話したいと思います。これが一番わかりやすいんですね。
後で条文を見ながら整理したいと思います。お配りした基本的な考え方という
のは、これは自民党と公明党参議院のワーキンググループというのが与党内に
できまして、7 人か 8 人ぐらいで、この法律の主管省庁である内閣府の人とか
が入って、作り上げた内容です。これは、役所の正式な資料ではないのですけ
ども、国会議員とか大臣とか役人が国会で答弁するときに使う「虎の巻」の 1
つです。これは団体ヒアリングのときにも配られている。オープンにされてい
るわけですけれども、これが一番わかりやすいと言ったらわかりやすいんです
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ね。なので、これをまず見ていきます。法案の基本的位置づけの名称というこ
とで、法案の基本的位置づけには、先ほどもご説明しましたとおり、障害者基
本法の基本的な理念にのっとり、障害者基本法第 4 条の差別の禁止の規定を具
体化する立法である、と。この今読んだ障害者基本法の基本的な理念にのっと
り、この一文が役所の説明からすると、障害者基本法の先ほどちょっと言った
各則、教育だとか、医療だとか、この分野にすべてが差別禁止の対象になる。
だから障害者基本法が何をいったい規定しているのかというのが大切になって
くるんです。それから、差別の禁止の義務付け、障害者にどういった差別をこ
の法律が禁止しているかということを書いております。読みますね。障害者に
対する差別の禁止規定が障害者基本法第 4 条第 1 項において定められているこ
とから、差別解消法ではこの差別の禁止の規定を具体化するものとして、1 つ
目、作為による差別に係る差別的取り扱いと、2 つ目、不作為による差別に係
る合理的配慮の不提供の禁止規定をおく。1 つ目、作為に係る差別、作為の差別、
作為というのは行うこと、行為を行うことです。行為を行うことを作為といい
ます。2 つ目、不作為というのは逆です。行わないこと。簡単に言えば差別行
為を行うことと、合理的配慮をしないことが差別。この法律では、その 2 つを
禁止すると言っている。後で実条文を見てみたいと思います。（2）で差別的取
り扱いについて書いてあります。これは実は定義でもなんでもなくて、権利利
益を侵害してはならないという規定をおくという、ただそれだけの話なんです。
それから差別行為が何かとか、権利利益の侵害が何かというのは、定められて
いない。しつこく言いますけれども、この法律では定めていません。ただいわ
ゆる間接差別の扱いについては、具体的な相談事例や裁判例の集積を踏まえて
今後考えますと言っています。これが差別的取り扱いについてです。でも 1 つ
目の禁止された差別は、差別的取り扱い、不当な差別的取り扱いというのを禁
止しました。2 つ目が合理的配慮の不提供です。ちょっとここにさっき読み上
げました基本法の 4 条 2 項のことが書いてあります。障害者基本法第 4 条第 2
項の社会的障壁の除去を必要とする障害者が、現に存しとの規定を踏まえ、合
理的配慮は個々の障害者に対して、社会的障壁の除去を必要とする旨の意思表
明があった場合に個別に行われる。障害者本人からの意思の表明のみでなく、
知的障害等により本人が意思の表明を行うことが困難な場合は、障害者の家族
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等からの意思の表明も含まれる、と。要するに、障害者本人あるいは家族や支
援者がこういう社会的障壁を除去しよう、合理的配慮をしようと意思表明が
あった場合に個別に行うということが書いてあるんです。これが解消法が想定
している合理的配慮です。ここまで条文には書いていません。それから不特定
多数の障害者を対象に行われる事前的改善措置、例えば駅にバリアがない、エ
レベーターをつけているとか、そういったことです。障害者がいろんな計画に
よって何年度までにこれを進めていくとか、ノンステップバスを何台にすると
そういったことです。これは、合理的配慮とはちょっと区別しましょうよとい
うことが書いてあるんです。それから過重な負担を行う場合は合理的配慮とい
うのは必要ないと。これは先ほど見た権利条約とも一緒です。
それから②の義務付けの対象についてです。これも後でちょっと読みます、
解消法は 2 つの種類の対象を想定しています。差別をしちゃいけない、合理的
配慮をしなきゃいけない人の種類を 2 つに分けているんです。1 つは行政の人
たちです。行政機関、行政等。もう 1 つは、事業者です。この 2 つを分けてい
るんです。行政等というのは、もちろん役所も入るわけですけれども、あとは
独立行政法人とかそういったところも入ります。事業者というのは、民間の一
定の事業を行う継続的に事業を行うものは全て入ります。ですから私たち、私
の DPI のような NPO も入りますし、社会福祉法人ですか、財団法人とかそう
いったところは全部入ります。普通の株式会社も入ります。2 つに分けている
んです。行政の人たちには、差別行為をしてはいけないということと合理的配
慮の提供をしなきゃいけないという義務にある。行政等の人たちは差別行為を
してはいけない、合理的配慮は提供しなきゃいけない、というふうになってい
る。それに対して事業者については、一番目の差別行為を行ってはいけないと
いうのはもちろんそれはそのままなんですけれども、合理的配慮については、
合理的配慮を提供するように努めるものとする、努めなければならない。要す
るに、努力義務になっています。まずは、差別解消法はそういうふうに分けま
した。行政機関で働く人の公務員、行政機関、国公立大学、国公立の学校とか、
そういうところには差別行為はしてはいけないということと、合理的配慮は義
務になりました。でも民間の事業者には差別行為をしちゃいけないというのは
同じですけれども、合理的配慮というのは努力義務になりました。ですから、
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私立の学校は合理的配慮は努力義務ですが、国公立は義務という凸凹になって
しまった。これはいろんな理由があるとされていて、この差別解消法というの
は、いろんな分野にまたがるということで、もし最初から事業者に対して民間
の人たちに対して義務付けをしちゃったらみんな反対するだろうと。言われて
みればまあそういうこともあるのかなと。私がこういうことをいうのもなんで
すけれども、それはそれで一理ある話なのかもしれません。ただし、合理的配
慮を詳しく知っている人からすると、これはナンセンスなわけです。合理的配
慮は、先ほど言ったように、過重な負担、過度な負担がある場合はしなくても
いいんです。もともとそういう性質なものです。なので二重の、合理的配慮の
もともとの性質プラス努めるというできなきゃやらなくてもよいみたいにも聞
こえてしまうことになってしまった。法律を作るというのは、いろんな理念だ
けではいかないこともいっぱいあるので、これは致し方ない部分もありますけ
れども、ここは 1 つの課題なんです。それから、（1）対象分野について、さき
ほど権利条約を詳しくはできませんでしたけれども、権利条約もそうですし、
例えばイギリスだとかアメリカだとか韓国だとかいろんな国の差別禁止法を見
てみますと、一応その差別とかいろんな定義をした上で、教育の分野とか雇用
の分野とか、その個別の分野についてもこういった合理的配慮をしなければな
らないとか、こういった差別を禁止するという個別の規定、各則というのがあ
るんです。でも、解消法にはそれはない。ですが、ここには、対象分野につい
て、対象分野は公共交通、医療や役務の提供、刑事手続等と広範囲にわたって
いる。これは、実は、基本法に書いてある分野なんです。説明すると、基本法
第 2 条が対象になるというふうに言っています。それからもう 1 つ重要なのは、
雇用の分野、働くこと、雇用すること、労働の分野は、事業者民間の事業者も
合理的配慮が義務です。これは実は違う法律が適用されます。雇用の分野だけ
は、差別禁止と合理的配慮というものは違う法律の適用を受けます。障害者雇
用促進法という法律で規定されています。これも 2013 年差別解消法と同じと
きに改正されました。雇用の分野だけ、ですからちょっと一歩先に進んでいる
んです。これは頭に入れといていただきたいと思います。それから（2）具体
的な対応についてというのが書いてあります。民間事業者については、本法案
に基づく具体的な対応は、事業分野別の指針（ガイドライン）により定める。
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指針においては、不当な差別的取り扱い等についてわかりやすい例示を行う。
上記の指針、ガイドラインに関しては各事業分野の所管大臣を主務大臣とし、
指針ガイドラインの策定に当たっては、あらかじめ障害者関係者の意見を聞く
と。何を言っているかというと、先ほども言ったように「教育の分野であれば
文部科学大臣を責任者にして文部科学省で決めますよ」と、「情報バリアフリー
についてでしたら、経済産業省、経済産業大臣をトップにして経済産業省で決
めますよ」、「移動とか建物の利用については、国土交通大臣をトップにして決
めますよ」ということを言っているわけです。そのガイドラインを作るに当たっ
て、その前に内閣府が基本方針というものを作ります。これは各省庁が作るガ
イドラインのガイドラインみたいなものです。基本方針をもとに各省庁がガイ
ドラインを作ることになっています。多分 9 月 10 月ぐらいまでに内閣府で基
本方針というのが決められると思います。それから、各省庁で具体的なガイド
ライン作りが始まっているということです。ですので、たぶん省庁ごとに作ら
れるということは、必ず縦割り行政の弊害というのが出てくる。例えば「じゃ
あ学校に通うときの合理的配慮というのは誰がするの」とか、「職場に通うと
きの配慮というのはいったい誰がお金出すの」とか、そういうことです。職場
に通う人の配慮については、福祉のお金だとか労働部のお金なのかとか、例え
ば「病院に通院するときは誰がお金出すの。医療の方ですか。福祉の方ですか」
というようなことが絶対出てくるんです。なのでこの各省庁のガイドラインと
いうのはそれはそれできちんと作らなきゃいけないんですけども、必ず私は谷
間の問題が出てくると思うんです。これは、みんなが危惧している問題です。
なので、将来的には障害者権利条約の定義をもとにした障害に基づく差別とは
何かという定義が必要なんです。ガイドラインとかにないものでも、定義から
見たらこれは差別にあたるんだよという解釈できるとかいうことなんです。そ
れから、法的効力、これは、この法律で、例えば差別をこういう差別をしたら
損害賠償だとか、そういうことは一切規定していません。なので、差別解消法
に違反した場合に差別解消法に基づいて民事法上の損害賠償を請求する、そう
いった形なんです。残念ながら、そこまではまだ規定はされていないんです。
それから、実効性の確保というのがありますけれども、ここも差別解消法は非
常に弱い部分なんです。できたばかりの法律なので、まだ育てていかなきゃい
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けない部分があるということなんです。他の国ですと、例えば権利侵害とか差
別が起きたときは、行政から独立した人権委員会とか、そういったところが差
別の申し立てを受け付けて、これは差別か差別じゃないかと当事者を呼んで、
斡旋をしたり、調停をしたりするところが多いんですけども、残念ながら日本
にはそれがまだできていない。差別解消法でも新しいものは作らないというふ
うになっています。なので、ここはまた非常に不安な部分なんです。今までと
なにも変わらないんじゃないの、という恐れもある。例えば、行政機関には窓
口が多分できます。差別とか虐待防止法の窓口と同じようになるのかもしれま
せん。けれども、役所なり、相談機関に行きます。そしたら、例えば、入学の
ときに就学先の決定こうなった、それが不満だといったときに、まず役所に行っ
て差別解消法でなんとかしてくれ、これは今どこでできる、これは教育分野で
したら教育委員会でしょうというふうになるわけです。すると、今までとあま
り変わらない可能性がある。そこは、なんとかしなくてはいけないというのは、
与党も内閣府も思っていて、ひどい場合は大臣から勧告が出されるようになっ
ている。あまりにもひどい差別事例とか、合理的配慮をこうしなきゃいけない
のにしない、できるのにしない場合、大臣から指導勧告ができるようになって
いる。行政措置の対象にはなっているわけです。でも、これも非常に弱いです。
今のところは、これしかない。それから、行政機関、行政による紛争会議、相
談啓発等、これも非常に大切な部分です。行政による紛争解決、新しい解決機
関を作らないというふうに書いてあるんです。相談についてというのは、障害
者からの相談に応じる体制については、法律上は行政の責務として体制整備を
図る。ですから、自治体に差別に関する窓口、差別の解消法に関する自治体の
窓口ができるはずです。そこから、いろんな相談の各専門のところにつながる
というイメージなんでしょう。それから啓発があります。実は、ここが結構重
要なんですね。まず本法案の趣旨の差別解消法の趣旨の周知と啓発を図る取り
組みとして、行政が積極的に啓発活動を行うことや地域における関係機関等の
連携体制を整備する。そして障害者支援施設、（グループホーム、ケアホーム
等を含む）の立地をめぐる反対運動等のケースを踏まえ、行政において障害者
支援施設の認可に際して住民の同意を求めないことや、行政が住民に対して啓
発を行うというふうに書いてあります。今も結構、反対運動が起きています。
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最近では、川崎市のある区で精神障害者のグループホームを NPO が作ること
にした、作っている。そこで反対運動が起きた。その指導したのが、地域で評
判のいい小児科の医者だったんです。大変なことになったというので、自分の
ブログとかにあげて地域の安全が脅かされると、安心安全な地域を取り戻す。
でも行政はなにもしてくれないということで、署名活動に協力してくださいと
いうことで、自分の病院に来る患者さんとかに呼びかけていたんです。これは
決して精神障害者を差別しているものではないというようなことを言っている
わけです。具体的にあそこのみたいなことを言っていて、こういったこととい
うのはかなりあるんです。それはさすがに知り合いの弁護士さんたち弁護団を
組んで今、来週あたりまた話し合いを持つと思うんですけども、そういったこ
とで日本全国そこら中で起きているのです。今までは行政機関は住民の同意と
いうのは求めていたときもあるんですけども、求めなくてもいいということに
なっているんですが、住民の支援だし、当事者同士でとにかく解決してくださ
いと行政は間には立ちます。しかし、積極的に働きかけはしなかったんです。
差別解消法は、その目的や基本法の理念にもとづいて、積極的にきちんと啓発
を行えということをここでは述べているんです。これは法律には書かれていま
せん。でもこういったことを意図して法律ができているんです。実は、法律の
力というのは大きいんです。「あなたがやっていることは差別にはなるかもし
れません。法律でそうなっちゃうかもしれません」と言われると、人は考える
のです。先程紹介したような反対運動は DPI、私の団体の関連団体でも同じよ
うなことがいっぱい起きている。精神障害者、障害者に会ったことのない人た
ちが多いわけですけれども、そういったことは喧嘩両成敗でもなく、差別解消
法がどういった社会を作る目的を持って作られたのか、その社会を作るために
はこういった差別をなくす、という法律の趣旨や理念を行政の人はきちんと啓
発してくださいということを言っているんです。条文を見るとここまで書いて
いませんけども、この「虎の巻」にはそう書いてあるわけです。ですから皆さ
んももしどこかでこういうことがありましたら、法律にはそこまでは書いてな
いけどもこういった意図でこの条文はできたんだという説明を行政の人にして
ください。ぜひ。次に、関係行政機関の連携等ということで、その各地域の相
談機関あるいは NPO、NGO とか弁護士とか入って、協議会を作ることができ
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る。後でおさらいしてみます。法の施行。2013 年にできて、3 年の準備期間を
設けると書いてあります。要するに、2016 年から差別解消法は施行されます。
そして 2 番目に、法の施行後、3 年目を目途にまた見直ししましょうよと書い
てあります。これは、合理的配慮のことを意図しているわけですけれども、民
間事業者への合理的配慮の努力、ここではもう義務に直したいですね、という
ことを言っている。そこまでは書いてないんですけども、そういった意図で作
られています。ですから、6 年後です。小学校の 1 年生が 6 年生になってしま
うわけですけれども、息の長い徒競走になっている感じですね。
それから最後になんですけれども、ここは京都で、京都府条例できましたけ
れども、解消法はしつこく言うように、生まれたてのほやほやのちっちゃな法
律です。例えばもう千葉県だとかいろんな地域の条例ができていて、条例の方
が規定的に強い規定だったり、条約から見たら条約に近い規定をしている場合
もあるんです。あと各則を規定している条例とかもいっぱいある。ここに書い
てあるのは、その差別解消法よりもいい条例はもちろん作れますよということ
を書いてあるんです。差別解消法よりもいろんな差別解消のないものでも、条
例で、差別解消じゃないものも入っている条例を作っていいですよということ
を最後に書いてあるんです。上乗せ横出し条例という意味です。ですから、条
例というのは私は非常に期待していまして、この差別解消法というのは、新た
な紛争解決の仕組みを持たないので、それは条例でもうカバーする。実は、条
例というのは、今 12 から 13 個できているんですけれども、今も検討するとい
う自治体が増えていて、私とか内閣府とかでも把握できないぐらいのところで、
一斉に検討が行われているようです。ですので、2 ～ 3 年後にはこの差別解消
法とか基本法とかを今までの条例を使った条例がたくさんできるんじゃないか
なと思います。そういったことがこの「虎の巻」には書いてあって、少しだけ
解消法のこちらの本文を見てみたいと思います。先ほどからこの法律の目的を
きちんと行政機関は提案しなきゃいけないと言っています。実はこの法律解消
法の 1 つの目玉は、この目的規定にあるんです。ちょっと長いので第 1 条読み
ますね。大切なところ。この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり
と書いてありますね。全ての障害者が障害者でない人と等しく、基本的人権を
享有する個人としてその尊厳が重んぜられる。その尊厳にふさわしい生活を保
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障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関
する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解
消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進
し、もって全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に
人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現に資すると。ここの文章の
みそは、「尊厳」と「分け隔てられない」ということだと思います。差別の定
義の部分を思い出してください。権利条約の差別の定義の部分を思い出してほ
しい。障害に基づく差別とは、障害に基づくあらゆる区別、排除、制限だから
というのが書いてあったと思います。障害を理由に、あなたはこっちだとか、
あなたはこれをしちゃいけませんとか、分け隔てられない社会を作ることがこ
の法律の目的なんです。それをインクルージョン社会というのを日本語では共
生社会となってしまったわけですけれども、ここがこの法律の目的です。障害
のない人と同じように障害のない人の同じ世代の人と同じような生活をすると
いうのが、分け隔てられない、ということです。障害者だから病院にいればい
いじゃないかとか、施設にいればいいという話ではないんです。実は、差別の
解消をしてこういう社会を作りたいんだというのがこの法律の目的なんですね。
これは基本法も同じようなことが書いてある。それから第 2 条には、定義がいっ
ぱい書いてあります。障害者の定義、これも基本法と同じです。社会的障壁、
これも基本法と同じです。行政機関等というのは、先ほど言った 2 つの種類の
うちの 1 つのタイプの人たちです。公務員とか独立行政法人そういうところで
す。ここに定義がいっぱいあるんですね。それから、第 5 条にはその合理的配
慮に関する、合理的配慮をするための環境を整備するということが行政機関や
事業者の努力義務です。義務になっているということと、あと差別について規
定していあるのは、この第 3 章の第７条以下です。第 7 条を見てもらえるとわ
かりますけれども、第 7 条で行政機関等の人たちに対する差別の禁止規定と、
合理的配慮の提供の義務。第 8 条には事業者に対する差別禁止規定と合理的配
慮の努力義務があるんです。第 8 条の 2 項の最後に事業者は合理的配慮をする
ように努めなければならない。これが努力義務と呼ばれているものです。この
第 9 条、国等職員対応要領というのが公務員向けといったら変ですけれども、
行政機関等向けのガイドライン。そして第 9 条、10 条には役所向けのガイド
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ライン、対応要領と言いますが、それについて規定しています。そして 11 条
を見ていただくと、事業者のための対応指針と書いてあります。これもガイド
ラインのことなんです。役所向けには対応要領といって、民間に向けては指針
と言っているらしいんです。なんでかはよくわかりません。行政用語らしいで
す。この 2 つのガイドラインのことを言っています。それから 12 条には報告、
大臣が指導とか勧告できることが書いてあります。それから 14 条から 17 条ま
では先ほどちょっと説明した行政相談の仕組みですとか、体制ですとか、行政
機関がすべきことが書いてあります。14 条には、体制をまず行政かなり体制
を整備しろとあります。窓口くらいはちゃんと作れよ、ということです。それ
から、啓発活動、これは施設コンフリクトの話がベースになっているんですけ
れども、ただの喧嘩両成敗じゃ駄目ですよということを含んでいるということ
です。それから第 17 条、障害者差別解消支援地域協議会というものを作れる
というふうになっています。これは例えば相談事業者とか行政の相談窓口とか
あとは国土交通省関係でしたら運輸局だとか、法務省関係でしたら法務局だと
か、地域にいろんな出先機関がありますけれども、そういったところとあと民
間の NGO ですとか、学識経験者とかが一緒になって協議会を作ることができ
るというふうになっています。だから谷間の問題は作らないという意思なんで
しょうけども、法律ではこの協議会は何をするってあんまり詳しく書いてない
んです。ただその事例を収集するとかいうことしか書いてない。ここでこの協
議会が相談にのるとか、斡旋とか調停をするとは書いてないんです。だから、
この法律上のこの協議会の位置づけというのは、まだ非常に弱い。自立支援協
議会、機能しない自立支援協議会になる可能性があるというか。実はこの協議
会をうまく使った条例ができたんです。鹿児島県が鹿児島県条例でその地域支
援協議会を作るということで、この協議会の中で斡旋をすることができるとい
うふうな規定を入れたんです。斡旋というのは、双方を呼んでまあまあこれで
ちゃんとやりなさいよみたいなことなんですけれども、だから条例でそういっ
た機能をあたることはできるんです。解消法で目新しいものというのはこれぐ
らいなんです。それから、協議会については 17、18 条、19 条あたりに書いて
あります。それから罰則規定というのは、実はこれ解消法あるんですけれども、
これは例えばある鉄道会社が乗車拒否をするとか、合理的配慮をできるのにし
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なかったということで、大臣からまず報告書を提出する。大臣というのは、例
えばこの場合国土交通省ですね。役所から言われた場合に報告書を提出しなけ
ればならないんですね。その場合、報告をしなかったり、嘘の報告をした場合
は罰金をとられます。行政措置がとられるわけです。あとは地域支援協議会と
かで秘密、事例がずっと回ってくるわけです。その秘密を漏洩した場合、罰金
の対象となるということになっています。ただし、差別をした人がどうこうと
か、された人の救済については、何も書かれてなくて、これから手探りで積み
上げていくものになっています。
最後。附則というふうに書いてあります。ここで先ほど言ったように平成
28 年、2016 年から施行されるということと、あとは附則の 2 条では、基本方
針を定めるということが書いてあります。それから附則の 7 条に「検討」と書
いてありますが、ここに先ほどの民間事業者にはまだご理解は努力義務ですよ
と言いました。それを変えたいという意図がここに表れています。政府はこの
法律の施行後 3 年を経過した場合において第 8 条 2 項に規定する社会的障壁の
除去の実施についての必要かつ合理的な配慮のあり方、事業者に対する合理的
配慮の努力義務を見直しましょうということが書いてあります。その他が必要
であればここで見直しますと書いてあるので、まず 1 つ目の勝負としては、こ
の 6 年後なんです。できれば、解消法ができた 3 年間、ガイドラインの補強と、
障害・差別は何かという定義をきちんと定義規定をおくということも、まず 6
年後に目指していくべきだと私は思っています。そういうことで、大体差別解
消法というのは、こういう法律です。
もう一度おさらいしますと、2 つの種類の差別を禁止している、１つは作為
による差別、不当な差別的取り扱いを禁止しています。2 つ目は不作為による
差別、合理的配慮の不提供の禁止。要するに合理的配慮提供にも規定していま
す。これは省庁のガイドラインに対応するということがまず 1 つ。それから行
政機関等については、差別行為を禁止して合理的配慮も提供義務があるという
ことであります。事業者は不当な差別行為をもちろん禁止しますけれども、合
理的配慮は努力義務、ただし雇用の分野は他の法律なので除きますと。相談体
制については、まず役所が担当の部署を作ることになります。そして地域支援
協議会というのは、作れるところは作れることになっていますので、どんどん
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作ってもらわないといけないんですけれども、大体法律の大枠としてはこうい
う枠になっている。最後、解消法の意義から申し上げますと、まず基本法は改
正されたことと大きく関係しています。それは条約と関連することなんです。
ここが非常に大切です。権利条約、基本法、解消法というのは関係しているん
だということです。ガイドラインのつくり方や見直しに条約というのをどんど
ん積極的に使える、措置ができる。法律のタイトルで差別禁止の文脈で差別と
いうのが入ったのは、多分差別解消法が初めてだろうと思います。無差別殺戮
なんとかかんとかっていう法律があるんですけども、テロ防止法みたいなので
すかね。そこには一応差別という文字はあるのですが、それは無差別にという
のはちょっと趣旨が違う。差別というのを法律のタイトルに入ったというのは
他の分野に対して影響が大きいんですね。女性の問題だとか、国政の問題だと
か、先住民の問題だとか、これは非常に他の分野の人たちを勇気付けているみ
たいです。それからあと合理的配慮、これも今は障害の分野だけですけれども、
女性の場合、例えば妊娠された方への配慮だとか考えられますが、それが障害
の分野では法的に義務付けられている、しないことが差別になるということも
あるんです。いろんな配慮という、今までは思いやりとか優しさとかって言わ
れていたものが、請求できるようになった。法律の枠が大きく変わったんです。
これは他の分野にかなり影響を少しずつ与え出すのではないかというふうに思
います。差別解消法は、ちっちゃな法律だけど大きな意義を持っています。た
だし課題もたくさんある。今まで言ってきたことばかりですので、繰り返しま
せん。けれども、やはり 6 年後の見直しに向けていろいろ考えていかなければ
ならないことが多いのかなというふうに思います。
ということでちょっと長くなってしまいましたけれども、私の話を終わらせ
ていただきます。ご清聴ありがとうございました。
障害者差別解消法のしくみ
ＤＰＩ日本会議 崔 栄繁
Japan National Assembly of 
Disabled Peoples’ International
2014.7.18立命館大学連続セミナー
障害者権利条約
2006年に国連で採択。「障害の社会モデル」「差別禁止」「インク
ルージョン」などを原則。日本では2009年に批准の動きを団体が阻
止。その後、条約批准のための制度改革を推進
障害者基本法（2011年改正）
“障害者権利条約批准のための大幅な改正”
障害者差別解消法
（「障害を理由とする差別の解消の推進のための法律」）
“障害者基本法第4条を具体化する法律”
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障害者差別解消法のしくみ
ＤＰＩ日本会議 崔 栄繁
Japan National Assembly of 
Disabled Peoples’ International
2014.7.18立命館大学連続セミナー
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2006年に国連で採択。「障害の社会モデル」「差別禁止」「インク
ルージョン」などを原則。日本では2009年に批准の動きを団体が阻
止。その後、条約批准のための制度改革を推進
障害者基本法（2011年改正）
“障害者権利条約批准のための大幅な改正”
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“障害者基本法第4条を具体化する法律”
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条約と国内法
日本国憲法
条 約
法律(国会で作られるもの)
・ 憲法98条2項ー条約は国内法の効力を持つと解釈される
・ 条約の中味をすべてそのまま国内に適用できるわけではない。
内容などから具体的場面に応じて適用。
・ ほとんどの場合、国内法の整備が必要になるが、政府は消極的。
(例)子どもの権利条約
・ 条約の実現のためには広範な運動が必要
権利条約批准へ！新たなスタート
4
2013年12月3日、参議院外交防衛委員会で権利条約承認案採択、
12月4日、参議院本会議で権利条約承認案採択
2014年1月17日、閣議決定
1月20日、国連に批准書を寄託＝批准日
2月19日、国内で効力発生
5
障害者権利条約
障害者権利条約 採択まで
• 2001年 国連総会でビンセント・フォックスメキシ
コ大統領（当時）から条約提案
• 2002年 第１回 障害者の権利条約特別委員会
• 2003年～2006年
第2回～第8回特別委員会を年２回程度開催
• 2004年 作業部会
• 2006年 12月13日 国連総会で採択
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5障害者権利条約
障害者権利条約 採択まで
• 2001年 国連総会でビンセント・フォックスメキシ
コ大統領（当時）から条約提案
• 2002年 第１回 障害者の権利条約特別委員会
• 2003年～2006年
第2回～第8回特別委員会を年２回程度開催
• 2004年 作業部会
• 2006年 12月13日 国連総会で採択
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政府代表団顧問にJDF（日本障害フォーラム）推薦の弁護士
の東俊裕氏。東氏は現在、内閣府障害者制度改革担当室長
JDFが組織した日本のNGO代表団、8回の特別委員会にの
べ200名が参加。サイドイベントやロビー活動などを展開。
権利条約第13条は日本政府がNGOと一体となって提案し、
成立した日本条項
7
交渉過程ー大規模かつ実質的な当事者参加ー
世界各国から、政府代表やNGOとして、民間の障害当事者、
関係者が実質的な議論に参加。
Nothing about us without us!
特別委員会①
日本政府代表団席の東俊裕弁護士と外務省の鈴木政府団長（共に当時）。
東さんは2009年12月より内閣府参与となり、現在、障害者制度改革担当室長。
特別委員会 ②
日本のJDF代表団の傍聴風景。毎回、このようにして、他の国のNGOの方と傍聴していました。
特別委員会 ④
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特別委員会 ②
日本のJDF代表団の傍聴風景。毎回、このようにして、他の国のNGOの方と傍聴していました。
特別委員会 ④
129
特別委員会 ⑤
特別委員会 ⑥
条約批准へ
• 2006年12月13日、第61回
国連総会で、「障害者の権
利条約」ならびに「選択議定
書」を満場一致で採択！
• 2014年7月現在、条約署名
国は158ヶ国、批准は147ヵ
国。
• 選択議定書は署名92ヵ国、
批准82ヵ国
• 日本は2007年に署名。
2009年にJDFが拙速な批
准に反対。その後の制度改
革、差別解消法成立を受け
て、2014年1月20日、批准。
141番目の加盟国に。2月
19日発効。 13
なぜ、障害者のための権利条約が必要だったのか
• 国連の９大人権条約
・人種差別撤廃条約（国連の採択年1965年・日本の締結年1995年）
・国際人権自由権規約（1966年・1979年）
・国際人権社会権規約（1966年・1979年）
・女性差別撤廃条約（1979年・1981年）
・拷問等禁止条約（1984年・1999年）
・子どもの権利条約（1989年・1994年）
・移住労働者の権利条約（1990年・未締結）
・強制失踪条約（2006年・2007年署名）
・障害者の権利条約（2006年・2007年署名）
•改善しなかった障害者の生活実態（施設や病院への収容、
分離・隔離政策
•世界6億5千万人の障害者とそのうちの80％が途上国で生活
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•世界6億5千万人の障害者とそのうちの80％が途上国で生活
131
障害者権利条約の構造（全50条）
• 前文：障害の概念や人権の相互不可分性
→ 条約の解釈の指針
• 一般規定（総則）（第１条～９条）：
目的、定義、一般原則、一般的義務、アクセシビリティ等
→ 解釈の時に条約の全体にかかる条約の骨格部分
• 個別規定（第10～30条）：
司法へのアクセス、移動、自立生活、表現の自由、教育、
労働、政治参加など
→ 個別の権利規定
• 実施規定（第31条～40条）：
国際・国内モニタリングと当事者参画
• 最終条項（第41条～50条）：
15
社会モデルとインクルージョン、非差別平等
障害の「医学モデル」から「社会モデル」へ
Social model of Disability
「保護の対象」から「権利の主体」へ
非差別・平等
Non-discrimination／equality
★障害に基づくすべての形態の差別を禁止。
合理的配慮を行わないことも差別。
★「他の者との平等を基礎として」
障害者に特別の権利を与えるものではな
く、障害のない人が持つ権利を「きちんと」
保障するための条約
インクルージョン
Inclusion
★障害のある人と無い
人が分け隔てられること
なく、障害のある人が排除
されずに共にくらす、共に
学ぶ、共に働くことができ
るように、社会が障害者を
きちんと受け入れること
16
「障害」とは
• ２つの「障害」：
①「機能障害（impairment）」：
身体や精神の一部の損傷や欠損
②「障害（disability）」：
社会参加の不利
「障害」（disability）と「障害者」
• 前文(e)
障害が発展する概念であることを認め、また、障害が、機能障害を有する者とこれらの
者に対する態度及び環境による障壁との間の相互作用であって、これらの者が他の
者との平等を基礎として社会に完全かつ効果的に参加することを妨げるものによって
生ずることを認め
• 第1条（概念規定）
障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、様々
な障壁との相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完全かつ効果的に参
加することを妨げ得るものを有する者を含む。
〇「障害」（disability）＝機能障害を持つ人と環境・バリアとの相互
作用によって社会参加を妨げるもの
〇「障害者」＝機能障害を持つ人、機能障害と社会のバリアの相互
作用で社会参加が妨げられている人
→ 「障害の社会モデル」の採用
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「障害」とは
• ２つの「障害」：
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者との平等を基礎として社会に完全かつ効果的に参加することを妨げるものによって
生ずることを認め
• 第1条（概念規定）
障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、様々
な障壁との相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完全かつ効果的に参
加することを妨げ得るものを有する者を含む。
〇「障害」（disability）＝機能障害を持つ人と環境・バリアとの相互
作用によって社会参加を妨げるもの
〇「障害者」＝機能障害を持つ人、機能障害と社会のバリアの相互
作用で社会参加が妨げられている人
→ 「障害の社会モデル」の採用
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障害の社会モデル
医学モデル 社会モデル
社会参加に不
利になる原因
個人の機能障害
能力障害 社会の側の障壁による排除
障害への評価 あってはならないもの克服すべきもの 多様の個人の属性の一つ
障害への対策 根絶、予防、保護 差別禁止社会的インクルージョン
障害問題とは 狭義の福祉問題 人権問題
イギリス型社会モデル：社会的不利の原因を社会環境に還元
アメリカ型社会モデル：機能障害と社会の障壁との相互作用によって社会的不利
が生じるとし、社会の障壁の除去に焦点
障害に基づく差別①
• 障害者権利条約第二条
「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除
又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的
その他のいかなる分野においても、他の者との平等を基礎とし
てすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使す
ることを害し又は無効にする目的又は効果を有するものをいう。
障害に基づく差別には、合理的配慮を行わないことを含むあら
ゆる形態の差別を含む。
① 「区別・排除・制限」という障害のない人と異なる扱い＝別異扱い
② 障害のない人に比べて不利にすること＝不利益扱い
③ 合理的配慮を行わない事
障害に基づく差別② -合理的配慮-
• 障害者権利条約第二条
障害者が障害のない人と平等にすべての権利を享有し行
使するため、特定の場合に必要とされる適切な変更及び
調整で、不釣合いな負担が伴わないもの
実質的な機会の均等（平等）を確保するための概念。欧米の
主要国や韓国などではすでに国内法制化されているが、国際
法上は新しい概念
■障害のない人に対して認められている権利を障害者にも保
障し、それを行使するためのもの
■ある特定の場合に必要とされる適切な変更や調整
■これら変更や調整に大きすぎる負担のかからないもの
■障害者の尊厳を尊重するもの
一般的原則（３条）
• 原則を規定する人権条約は珍しい
• 条約の解釈や適用の際の指導原理・基本原則
• 8つの原則
・固有の尊厳、自律・自己決定
・非差別
・社会への完全参加とインクルージョン
・差異の尊重
・機会の均等
・アクセシビリティ
・男女平等
・障害児の発達の保障、アイデンティティの保持の権利
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障害に基づく差別② -合理的配慮-
• 障害者権利条約第二条
障害者が障害のない人と平等にすべての権利を享有し行
使するため、特定の場合に必要とされる適切な変更及び
調整で、不釣合いな負担が伴わないもの
実質的な機会の均等（平等）を確保するための概念。欧米の
主要国や韓国などではすでに国内法制化されているが、国際
法上は新しい概念
■障害のない人に対して認められている権利を障害者にも保
障し、それを行使するためのもの
■ある特定の場合に必要とされる適切な変更や調整
■これら変更や調整に大きすぎる負担のかからないもの
■障害者の尊厳を尊重するもの
一般的原則（３条）
• 原則を規定する人権条約は珍しい
• 条約の解釈や適用の際の指導原理・基本原則
• 8つの原則
・固有の尊厳、自律・自己決定
・非差別
・社会への完全参加とインクルージョン
・差異の尊重
・機会の均等
・アクセシビリティ
・男女平等
・障害児の発達の保障、アイデンティティの保持の権利
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アクセシビリティ（9条、21条など）
① 建物、道路、輸送機関、学校、住居、情報サービス等のアクセシビリ
ティの確保とアクセシビリティへの障壁の除去（１項）
② 公衆に開かれ提供される施設（設備）、サービスのアクセシビリティ
に関する最低基準・指針の策定並びに、それらの実施の監視（２項）
法的能力（12条）、身体の自由（14条）等
• 他の者と平等に「法的能力」を有する（12条2項）
• 自己決定を支援する機会を提供することを規定（12条3項）
• 「いかなる場合においても自由の剥奪が障害の存在により正当化され
ないことを確保（14条）
・成年後見制度、強制入院など、本人の「代理」を行う制度との問題
・自己決定支援の制度創設の必要性。
－ 日本には、自己決定を支援する制度が存在しない。欧米では、後見制度を
Last Resortと位置づけているが、現行の成年後見制度には、成年後見制
度の補充性の原則（他のより緩やかな代替手段）が定められていない。
地域で自立した生活をする権利（第19条）①
• 柱書き：
－すべての障害者が他のものと平等の選択の自由を持って、
地域社会で生活する平等の権利を承認
－社会への完全且つ効果的なインクルージョンと参加を容易
にする効果的な措置
• (a)～(c)項：
－他のものと平等に誰とどこで生活するかを選択する権利
－特定の生活様式での生活が義務付けられない
－地域生活支援と孤立防止のためのパーソナル・アシスタン
スを含む必要なサービス
地域で自立した生活をする権利（第19条）②
• 「パラダイム･シフトの基礎となる条項」
（ドン･マッケイ）
• 自立生活・地域移行・脱施設条項
• 自立生活運動の「自立」の概念が国際人権条約
の「新しい概念」
• １９条の「自立」（independently）＝自己決定
（１人でなんでもすることではなく、必要であれば支
援をうけながら自分で決めること）
教育ーインクルーシブ教育（２４条）
①原則インクルーシブ教育：
他の人と平等に教育制度から排除されず、生活する地域でインクルー
シブで質の高い教育を受ける権利（2項（a）（b））
②合理的配慮と必要な支援（2項（ｃ））
③ 「full inclusionという目的に即した」個別化された支援措置（2項（e））
④ 聴覚や視覚などの感覚に障害のある人の教育
－手話の言語性（第2条）とろう者のアイデンティティの確保
（１）障害に基く原則分離別学体制（学校教育法、同施行令）
（２）普通学校（学級）と特別支援学校（学級）に通う障害児への配慮の格差
・学校教育法施行令５条改正（2013年10月施行）
「原則分離」から基本法の理念に基づいた「総合的判断へ」
= 条約批准の条件の一つ
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地域で自立した生活をする権利（第19条）②
• 「パラダイム･シフトの基礎となる条項」
（ドン･マッケイ）
• 自立生活・地域移行・脱施設条項
• 自立生活運動の「自立」の概念が国際人権条約
の「新しい概念」
• １９条の「自立」（independently）＝自己決定
（１人でなんでもすることではなく、必要であれば支
援をうけながら自分で決めること）
教育ーインクルーシブ教育（２４条）
①原則インクルーシブ教育：
他の人と平等に教育制度から排除されず、生活する地域でインクルー
シブで質の高い教育を受ける権利（2項（a）（b））
②合理的配慮と必要な支援（2項（ｃ））
③ 「full inclusionという目的に即した」個別化された支援措置（2項（e））
④ 聴覚や視覚などの感覚に障害のある人の教育
－手話の言語性（第2条）とろう者のアイデンティティの確保
（１）障害に基く原則分離別学体制（学校教育法、同施行令）
（２）普通学校（学級）と特別支援学校（学級）に通う障害児への配慮の格差
・学校教育法施行令５条改正（2013年10月施行）
「原則分離」から基本法の理念に基づいた「総合的判断へ」
= 条約批准の条件の一つ
137
雇用･労働（２７条）
①オープンでインクルーシブでアクセシブルな労働市場・環
境等で労働し、生計を立てる権利
②あらゆる形態の雇用における差別禁止と合理的配慮
③積極的差別是正措置、奨励措置、その他の措置
国内的な実施とモニタリング（監視）（33条）
① 中心的機関を政府内に指定し、関連した活動を調整するための
調整機関の設置
② パリ原則にそった政府から独立した条約の実施を監視を監視する
ための枠組み・機関を維持、強化、指定、設置
③ 障害者及び障害者を代表する団体のモニタリング過程への完全関
与と参加を規定
障がい者制度改革
 2009年～2014年 5年間の障がい者制度改革の集中期間
障がい者制度改革のベースは、2006年に国連でつくられた障害
者権利条約。
障がい者制度改革のロードマップ 「第一次意見」
【1歩目】 障害者基本法改正 （2011年7月）
・社会モデルの導入、手話の言語性の明記、合理的配慮の不
提供が差別になる事やインクルージョンの方向性をさらに明確
にした点で評価→差別解消法誕生に大きく影響
・障害者政策委員会が発足
【2歩目】 障害者総合福祉法→障害者総合支援法（2012年6月）
【3歩目】 障害者差別禁止法制定→障害者差別解消法
【その他の重要課題】
28
29
障害者基本法
障害者基本法（２０１１改正）
• 「基本法」＝憲法と実定法をつなぐ理念を定める法律
• 2011年改正基本法の意義
・全24条から36条へと大幅改正
・福祉の客体から権利の主体へ
第２章や第3章の表題変更。狭義の「福祉」や「障害の予防」
の削除等。障害者を「保護の客体」から「権利の主体」へパラ
ダイムの転換をする権利条約の趣旨から評価できるもの。
・モニタリング機関の設置
障害者施策のモニタリング機関となる「障害者政策委員会」
の設置が盛り込まれる（第4章）
30
138
29
障害者基本法
障害者基本法（２０１１改正）
• 「基本法」＝憲法と実定法をつなぐ理念を定める法律
• 2011年改正基本法の意義
・全24条から36条へと大幅改正
・福祉の客体から権利の主体へ
第２章や第3章の表題変更。狭義の「福祉」や「障害の予防」
の削除等。障害者を「保護の客体」から「権利の主体」へパラ
ダイムの転換をする権利条約の趣旨から評価できるもの。
・モニタリング機関の設置
障害者施策のモニタリング機関となる「障害者政策委員会」
の設置が盛り込まれる（第4章）
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障害者基本法-総則（１）-
（１）目的と定義―「社会的障壁」を新たに定義
①目的（第1条）規定
「基本的人権の享有主体」「分け隔てられることなく」 「共生」といったイ
ンクルージョンの概念が規定。
②「障害者」（第2条）：障害の社会モデルを反映。障害者手帳所持者に限
定せず。 日本の法制度の障害者の定義では一番範囲の広いもの
「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の
機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社
会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受け
る状態にあるものをいう。」
③「社会的障壁」（第2条） ：社会モデルの導入と差別禁止規定のために
定義。今回の改正での大きな意義をもつ
「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ
うな社会における事物、制度 、慣行、観念その他一切のものをいう」。
31
障害者基本法-総則（２）-
（２）地域生活とコミュニケーション（第3条）
①障害者がどこで誰と住むか選択することを確保。「可能な限り」問題
②手話の言語性が確認＝画期的
（３）差別の禁止（第4条）
何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害
する行為をしてはならない。
２ 社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施
に伴う負担が過重でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反すること
とならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。
３ 国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図る
ため、当該行為の防止を図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を行う
ものとする。
→ 差別行為の禁止と合理的配慮を行わないことが差別であるとの規定
（４）「基本原則」の枠組みを新設（3条～5条）＝施策の目的を「福祉」から
「基本原則」へパラダイムシフト
32
障害者基本法-各則（１）-
（１）医療・介護（第14条）＝権利条約第１９条関係
・医療や介護サービスは可能な限り住んでいる地域で受け
ること、と規定。
・精神障害者の強制医療に関する事項と退院促進が明記さ
れず。
33
【医療、介護等】第14条
【年金等】 第15条
【教 育】 第16条（大幅改正）
【療 育】 第17条（新設）
【職業相談等】第18条
【雇用の促進等】第19条
【住宅の確保】第20条
【公共的施設のバリアフリー化】第21条
【情報の利用におけるバリアフリー化
等】第22条
【相談等】 第23条（大幅改正）
【経済的負担の軽減】 第24条
【文化的諸条件の整備等】 第25条
【防災及び防犯】 第26条（新設）
【消費者としての障害者の保護】 第27
条（新設）
【選挙等における配慮】 第28条（新設）
【司法手続きにおける配慮等】第29条
（新設）
【国際協力】第30条（新設）
障害者基本法-各則（２）、推進体制
（３）教育（第16条）―原則インクルーシブ教育を基本的方向
・第1項で「可能な限り～共に教育を受けられるように配慮し
つつ」という規定。
→「具体的には、障害者である児童生徒が障害者でない児
童及び生徒と一緒に同じ学校の通常学級に在籍しなが
ら教育を受けられるようにするという、この基本的方向
性を示したもの。」との国会答弁。
・第2項で障害者本人と保護者の意見を可能な限り尊重する
という規定も。これらの「可能な限り」は今後の課題。
→学校教育法施行令改正（２０１３．９）
34
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障害者基本法-各則（１）-
（１）医療・介護（第14条）＝権利条約第１９条関係
・医療や介護サービスは可能な限り住んでいる地域で受け
ること、と規定。
・精神障害者の強制医療に関する事項と退院促進が明記さ
れず。
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【医療、介護等】第14条
【年金等】 第15条
【教 育】 第16条（大幅改正）
【療 育】 第17条（新設）
【職業相談等】第18条
【雇用の促進等】第19条
【住宅の確保】第20条
【公共的施設のバリアフリー化】第21条
【情報の利用におけるバリアフリー化
等】第22条
【相談等】 第23条（大幅改正）
【経済的負担の軽減】 第24条
【文化的諸条件の整備等】 第25条
【防災及び防犯】 第26条（新設）
【消費者としての障害者の保護】 第27
条（新設）
【選挙等における配慮】 第28条（新設）
【司法手続きにおける配慮等】第29条
（新設）
【国際協力】第30条（新設）
障害者基本法-各則（２）、推進体制
（３）教育（第16条）―原則インクルーシブ教育を基本的方向
・第1項で「可能な限り～共に教育を受けられるように配慮し
つつ」という規定。
→「具体的には、障害者である児童生徒が障害者でない児
童及び生徒と一緒に同じ学校の通常学級に在籍しなが
ら教育を受けられるようにするという、この基本的方向
性を示したもの。」との国会答弁。
・第2項で障害者本人と保護者の意見を可能な限り尊重する
という規定も。これらの「可能な限り」は今後の課題。
→学校教育法施行令改正（２０１３．９）
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障害に基づく差別（類型の整理）
35
差別類型（ADA、イギリス平等法、韓国の障害
者差別禁止法などを参考）
行為の形（外形上） 正当化事由
直接差別 機能障害そのものを理由に、制限・
排除、分離するという他の人と違う
取り扱いをすること
関連差別 機能障害に関連する事由によって、
障害のない人と比べて不利な扱いを
行うこと。結果的に不利になること
目的や手段が
正当であると証
明される場合
間接差別 表面的には中立的な慣行や基準を
当てはめることで、障害者に結果的
に不利な扱いをすること。結果的に
不利になること
目的や手段が
正当であると証
明される場合
合理的配慮を
行わないこと
実質的な機会の平等のために必要
な配慮を行わないこと
過重な負担が
かかる場合
類型別の差別事例①
【直接差別】
・重度心身障害児が保育所に入所する場合、「自分でスプーンやフォークを持てな
い」「自分一人で歩くことができない」という理由で入所を断られる。
・バス旅行ツアーに申し込もうとしたところ、ツアー業者に「付き添いがあっても障害
者はお断りします」と即答された。
・知的障害のある人が銀行に預金をしに行ったら、「知的障害のある人には通帳管
理は無理でしょ」と 通帳を作ってくれなかった。
・特定の職種での採用ではないのに、20年間人事異動もなく全く同じ仕事に携わって
いる。障害を持たない職員は定期的にいろいろな部門の仕事に関わっていることを
考えると、本人のためという理由付けがなされていてもおかしい。
・子どもが小学校普通学級に入学後、障害があることを理由に、校長に「親のエゴで
この学校にいるのは迷惑だから他の学校へ行き、みんなと出来るようになったら
戻って来い。」「上級生の祖父母が学校へ来て、『何で障害のある子がこの学校に
いるのか』と言いに来た。」などと言われた。
【関連差別】
・車いす利用者にはお酒は売らないことになっているとして、お酒を売ってもらえない。
・ハンドル型電動車いすの人は危険であるとして電車に乗せてもらえない。
・盲導犬、介助犬を連れてレストランに入ろうとすると、ペットはお断り、と言って、盲
導犬、介助犬を伴った入店を拒否される。
類型別の差別事例②
【合理的配慮の不提供】
• 視覚障害のある人が入学試験を受けようとしたら点字の試験用紙、
答案用紙、時間延長などができない、と言われ、試験が受けられ
なかった。
• 手話を使う人が会社で会議をする時に手話通訳者を連れて行こう
としたら、外部の人はだめ、と言われ、会議の内容がきちんと把握
できなかった。
• 警察署などでの取調べの際に、支援者や関係者による自分が伝
えることができるコミュニケーションの手段が利用できなかった。
【間接差別】
• 事務職の採用条件に「電話対応できること」があり、応募できな
かった。
• 試験の際、聴覚障害がある人に「あなただけヒアリングを免除する
わけにはいけません」と言われ、まったく英語のヒアリング問題が
分からなかったので、適当に答えをかいた。
• 視覚障害がある人が銀行で「代筆はできない決まりです。」と言わ
れ、自分の口座をつくることができなかった。
142
類型別の差別事例①
【直接差別】
・重度心身障害児が保育所に入所する場合、「自分でスプーンやフォークを持てな
い」「自分一人で歩くことができない」という理由で入所を断られる。
・バス旅行ツアーに申し込もうとしたところ、ツアー業者に「付き添いがあっても障害
者はお断りします」と即答された。
・知的障害のある人が銀行に預金をしに行ったら、「知的障害のある人には通帳管
理は無理でしょ」と 通帳を作ってくれなかった。
・特定の職種での採用ではないのに、20年間人事異動もなく全く同じ仕事に携わって
いる。障害を持たない職員は定期的にいろいろな部門の仕事に関わっていることを
考えると、本人のためという理由付けがなされていてもおかしい。
・子どもが小学校普通学級に入学後、障害があることを理由に、校長に「親のエゴで
この学校にいるのは迷惑だから他の学校へ行き、みんなと出来るようになったら
戻って来い。」「上級生の祖父母が学校へ来て、『何で障害のある子がこの学校に
いるのか』と言いに来た。」などと言われた。
【関連差別】
・車いす利用者にはお酒は売らないことになっているとして、お酒を売ってもらえない。
・ハンドル型電動車いすの人は危険であるとして電車に乗せてもらえない。
・盲導犬、介助犬を連れてレストランに入ろうとすると、ペットはお断り、と言って、盲
導犬、介助犬を伴った入店を拒否される。
類型別の差別事例②
【合理的配慮の不提供】
• 視覚障害のある人が入学試験を受けようとしたら点字の試験用紙、
答案用紙、時間延長などができない、と言われ、試験が受けられ
なかった。
• 手話を使う人が会社で会議をする時に手話通訳者を連れて行こう
としたら、外部の人はだめ、と言われ、会議の内容がきちんと把握
できなかった。
• 警察署などでの取調べの際に、支援者や関係者による自分が伝
えることができるコミュニケーションの手段が利用できなかった。
【間接差別】
• 事務職の採用条件に「電話対応できること」があり、応募できな
かった。
• 試験の際、聴覚障害がある人に「あなただけヒアリングを免除する
わけにはいけません」と言われ、まったく英語のヒアリング問題が
分からなかったので、適当に答えをかいた。
• 視覚障害がある人が銀行で「代筆はできない決まりです。」と言わ
れ、自分の口座をつくることができなかった。
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障害者差別解消法
39
• 6章、全26条、8条の附則
【第１章 総則（１条～５条）】
【位置づけ】障害者基本法の差別禁止の原則を具体化する新規立法
【目 的】 障害者基本法の基本的な理念にのっとり、差別の解消の推進に
関する基本事項や措置等を定めることにより、障害を理由とする
差別を解消し、もって分け隔てのない共生社会の実現に資すること
【定 義】 障害者／社会的障壁／行政機関等（国の行政機関、独立行政法
人等、地方公共団体、地方独立行政法人）／事業者
【責 務】 国、地方公共団体の責務 ／ 国民の責務
【環境整備】 行政機関等、事業者は、必要かつ合理的な配慮を行うため
の環境の整備に努めなければならない
40
障害者差別解消法の概要（第1章）
第二条
二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁とな
るような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう
【第２章 基本方針（６条）】
【基本方針】 政府は、障害を理由とする差別の解消の促進に関する基本
方針（指針・要領（ガイドライン）のガイドライン）を策定
【内 容】 ○差別解消推進施策の基本的な方向
○行政機関等が講ずべき措置に関する基本的な事項
○事業者が講ずべき措置に関する基本的な事項
○その他重要事項
【手続 き】 内閣府が基本方針の案を作り、閣議で決定
【意見聴取】 障害者その他の関係者の意見／障害者政策委員会の意見
【公表等】 基本方針の公表／基本方針の変更の場合は上記を準用
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障害者差別解消法の概要（第2章）
【第３章 差別解消措置（7条～13条）】
• 行政機関等：不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮提供義務
国の行政機関の長及び独立行政法人は、政府が定めた基本方針を踏まえ、対
応要領（ガイドライン）を策定する。ただし、地方公共団体の長や地方独立行政法
人にあっては、策定するよう努める。
• 事業者： 不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮提供は努力義務（雇用分野
を除く）
これについて、担当主務大臣が、政府が定めた基本方針を踏まえ、対応指針（ガ
イドライン）を策定する。
• 事業者のうち、雇用主については障害者雇用促進法の定めによる。
• ガイドラインに定める事項に関しては、主務大臣による報告の徴収、助言、指導、
勧告の行政措置がある。
• ガイドラインは、基本方針に即し、かつ、予め障害者その他の関係者からの意見
を反映させるための措置をとることが必要
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障害者差別解消法の概要（第3章）
★2つの類型の差別を禁止
①作為による差別→ 不当な差別的取扱い
②不作為による差別→
合理的配慮の不提供の禁止＝合理的配慮提供義務
所管省庁のガイ
ドラインで対応
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【第２章 基本方針（６条）】
【基本方針】 政府は、障害を理由とする差別の解消の促進に関する基本
方針（指針・要領（ガイドライン）のガイドライン）を策定
【内 容】 ○差別解消推進施策の基本的な方向
○行政機関等が講ずべき措置に関する基本的な事項
○事業者が講ずべき措置に関する基本的な事項
○その他重要事項
【手続 き】 内閣府が基本方針の案を作り、閣議で決定
【意見聴取】 障害者その他の関係者の意見／障害者政策委員会の意見
【公表等】 基本方針の公表／基本方針の変更の場合は上記を準用
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障害者差別解消法の概要（第2章）
【第３章 差別解消措置（7条～13条）】
• 行政機関等：不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮提供義務
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応要領（ガイドライン）を策定する。ただし、地方公共団体の長や地方独立行政法
人にあっては、策定するよう努める。
• 事業者： 不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮提供は努力義務（雇用分野
を除く）
これについて、担当主務大臣が、政府が定めた基本方針を踏まえ、対応指針（ガ
イドライン）を策定する。
• 事業者のうち、雇用主については障害者雇用促進法の定めによる。
• ガイドラインに定める事項に関しては、主務大臣による報告の徴収、助言、指導、
勧告の行政措置がある。
• ガイドラインは、基本方針に即し、かつ、予め障害者その他の関係者からの意見
を反映させるための措置をとることが必要
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障害者差別解消法の概要（第3章）
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合理的配慮の不提供の禁止＝合理的配慮提供義務
所管省庁のガイ
ドラインで対応
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【第４章 差別解消支援措置（14条～20条）】
【体制整備】 国及び地方公共団体による相談と紛争の防止等のための体
制の整備
【啓発活動】 国及び地方公共団体による啓発活動
【情報収集】 差別とその解消のための取り組みに対する国による情報の収
集、整理、提供
【障害者差別解消支援地域協議会】
○構 成： 国及び地方公共団体の機関で、医療、介護、教育、その他の障
害者の自立と社会参加に関連する分野の事務に従事する者。
その他、必要と認められるＮＰＯ法人、学識経験者等
○事務：情報の交換、相談や差別解消の取組みに関する協議、関係機関
等による差別解消の取組み
【第5章】 雑則（21条～24条）
【第6章】 罰則（25条～26条）
【附則】 施行日は平成28年4月1日。施行3年後に必要な見直し等
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障害者差別解消法の概要（第4章～）
• 2011年の障害者基本法改正が大きな意義を持つことに:
→ 理念法と言われる障害者基本法の4条の差別禁止規定（障
害を理由とした差別の禁止と合理的配慮の不提供が差別）
を具体化する「実定法」の誕生
→ 障害者基本法第二章に規定されている分野を網羅
• 権利条約批准と関連付けられたこと（障害者団体の運動、国会答
弁等）：
→ 今後のガイドライン作りや見直しの際の
→ 一定の国内法制度の条件整備後に条約を批准するというモ
デルは国際社会で高く評価
• 他の分野への影響
→法律のタイトルに「差別」
→合理的配慮
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障害者差別解消法の意義
①施行までに各省庁が作る差別や合理的配慮のガイドラインについ
て、内閣府でその基本となる基本方針を作成し、それを政策委員
会に意見を聞くことになる。この枠を最大限活用して、当事者の声
を反映させたガイドラインをつくらせること
②差別禁止規定に関連差別や間接差別の解釈が可能となるように
事例等を集積すること（差別の定義を明確にすること）
③各則規定を、事例を集積して、実現させること
④施行三年目の見直しで合理的配慮義務を事業者にも広げること
⑤紛争解決のしくみが弱い。部会意見に基づいて差別解消
法独自の機関をつくる事等（政策委員会の役割を拡大するなど）
⑥各自治体での障害者権利条例策定の推進（紛争解決体制の補完）
北海道、岩手県、千葉県、さいたま市、八王子市、熊本県、長崎県
別府市、沖縄県、京都府、茨城県、鹿児島県で制定。
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障害者差別解消法の課題
どうもありがとうございました! 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
目　次
第一章　総則（第一条－第五条）
第二章　障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（第六条）
第三章　行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するた
めの措置（第七条－第十三条）
第四章　障害を理由とする差別を解消するための支援措置（第十四条－第
二十条）
第五章　雑則（第二十一条－第二十四条）
第六章　罰則（第二十五条・第二十六条）
附則
第一章　総則
（目的）
第一条　この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的
な理念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権
を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を
保障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進
に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差
別を解消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解
消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資するこ
とを目的とする。
（定義）
第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。
一　障害者　身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の
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心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害
及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受け
る状態にあるものをいう。
二　社会的障壁　障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障
壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを
いう。
三　行政機関等　国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体（地方公営
企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三章の規定の適用を受ける
地方公共団体の経営する企業を除く。第七号、第十条及び附則第四条第一
項において同じ。）及び地方独立行政法人をいう。
四　国の行政機関　次に掲げる機関をいう。
イ　法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣
の所轄の下に置かれる機関
ロ　内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第
四十九条第一項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうちニの政
令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除
く。）
ハ　国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定
する機関（ホの政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令
で定める機関を除く。）
ニ　内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二
年法律第七十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及
び第五十六条（宮内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。）
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の特別の機関で、政令で定めるもの
ホ　国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の
機関で、政令で定めるもの
へ　会計検査院
五　独立行政法人等　次に掲げる法人をいう。
イ　独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二
条第一項に規定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。）
ロ　法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為
をもって設立された法人（独立行政法人を除く。）又は特別の法律によ
り設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、
政令で定めるもの
六　地方独立行政法人　地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）
第二条第一項に規定する地方独立行政法人（同法第二十一条第三号に掲げ
る業務を行うものを除く。）をいう。
七　事業者　商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団
体及び地方独立行政法人を除く。）をいう。
（国及び地方公共団体の責務）
第三条　国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とす
る差別の解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなけれ
ばならない。
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（国民の責務）
第四条　国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別
の解消が重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与
するよう努めなければならない。
（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備）
第五条　行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要か
つ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備
の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければな
らない。
第二章　障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針
第六条　政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的か
つ一体的に実施するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本
方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。
２　基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方
向
二　行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に
関する基本的な事項
三　事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関す
る基本的な事項
四　その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要
事項
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３　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければな
らない。
４　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、
障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとと
もに、障害者政策委員会の意見を聴かなければならない。
５　内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞
なく、基本方針を公表しなければならない。
６　前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。
第三章　行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するため
の措置
（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）
第七条　行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として
障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益
を侵害してはならない。
２　行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会
的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、そ
の実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害すること
とならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会
的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。
（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
第八条　事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない
者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害しては
ならない。
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２　事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去
を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う
負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよ
う、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去
の実施について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。
（国等職員対応要領）
第九条　国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条
に規定する事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切
に対応するために必要な要領（以下この条及び附則第三条において「国等職
員対応要領」という。）を定めるものとする。
２　国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めよう
とするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるた
めに必要な措置を講じなければならない。
３　国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたと
きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
４　前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。
（地方公共団体等職員対応要領）
第十条　地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第
七条に規定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人
の職員が適切に対応するために必要な要領（以下この条及び附則第四条にお
いて「地方公共団体等職員対応要領」という。）を定めるよう努めるものと
する。
２　地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応
要領を定めようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見
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を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
３　地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応
要領を定めたときは、遅滞なくこれを公表するよう努めなければならない。
４　国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等
職員対応要領の作成に協力しなければならない。
５　前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。
（事業者のための対応指針）
第十一条　主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事
業者が適切に対応するために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定
めるものとする。
２　第九条第二項から第四項での規定は、対応指針について準用する。
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第十二条　主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があると認める
ときは、対応指針に定める事項について、当該事業者に対し、報告を求め、
又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。
（事業主による措置に関する特例）
第十三条　行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う
障害を理由とする差別を解消するための措置については、障害者の雇用の促
進等に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三号）の定めるところによる。
第四章　障害を理由とする差別を解消するための支援措置
（相談及び紛争の防止等のための体制の整備）
第十四条　国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの
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障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由と
する差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の
整備を図るものとする。
（啓発活動）
第十五条　国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民
の関心と理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げ
ている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。
（情報の収集、整理及び提供）
第十六条　国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、
国内外における障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情
報の収集、整理及び提供を行うものとする。
（障害者差別解消支援地域協議会）
第十七条　国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障
害者の自立と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及
び次条第二項において「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域
において関係機関が行う障害を理由とする差別に関する相談及び当該相談に
係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的か
つ円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差別解消支援地域協議
会（以下「協議会」という。）を組織することができる。
２　前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要
があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えること
ができる。
一　特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定す
る特定非営利活動法人その他の団体
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二　学識経験者
三　その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者
（協議会の事務等）
第十八条　協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報を交換する
とともに、障害者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由
とする差別を解消するための取組に関する協議を行うものとする。
２　関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」という。）
は、前項の協議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障害を理
由とする差別を解消するための取組を行うものとする。
３　協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要がある
と認めるとき、又は構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事例を踏ま
えた障害を理由とする差別を解消するための取組に関し他の構成機関等か
ら要請があった場合において必要があると認めるときは、構成機関等に対
し、相談を行った障害者及び差別に係る事案に関する情報の提供、意見の
表明その他の必要な協力を求めることができる。
４　協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。
５　協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めると
ころにより、その旨を公表しなければならない。
（秘密保持義務）
第十九条　協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、
正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
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（協議会の定める事項）
第二十条　前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事
項は、協議会が定める。
第五章　雑則
（主務大臣）
第二十一条　この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事
業を所管する大臣又は国家公安委員会とする。
（地方公共団体が処理する事務）
第二十二条　第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定め
るところにより、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすること
ができる。
（権限の委任）
第二十三条　この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定
めるところにより、その所属の職員に委任することができる。
（政令への委任）
第二十四条　この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項
は、政令で定める。
第六章　罰則
第二十五条　第十九条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以
下の罰金に処する。
第二十六条　第十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、
二十万円以下の過料に処する。
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附則
（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条から
附則第六条までの規定は、公布の日から施行する。
（基本方針に関する経過措置）
第二条　政府は、この法律の施行前においても、第六条の規定の例により、基
本方針を定めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、この法
律の施行前においても、同条の規定の例により、これを公表することができ
る。
２　前項の規定により定められた基本方針は、この法律の施行の日において
第六条の規定により定められたものとみなす。
（国等職員対応要領に関する経過措置）
第三条　国の行政機関の長及び独立行政法人等は、この法律の施行前において
も、第九条の規定の例により、国等職員対応要領を定め、これを公表するこ
とができる。
２　前項の規定により定められた国等職員対応要領は、この法律の施行の日
において第九条の規定により定められたものとみなす。
（地方公共団体等職員対応要領に関する経過措置）
第四条　地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、この法律の施行前にお
いても、第十条の規定の例により、地方公共団体等職員対応要領を定め、こ
れを公表することができる。
２　前項の規定により定められた地方公共団体等職員対応要領は、この法律
の施行の日において第十条の規定により定められたものとみなす。
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（対応指針に関する経過措置）
第五条　主務大臣は、この法律の施行前においても、第十一条の規定の例によ
り、対応指針を定め、これを公表することができる。
２　前項の規定により定められた対応指針は、この法律の施行の日において
第十一条の規定により定められたものとみなす。
（政令への委任）
第六条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措
置は、政令で定める。
（検討）
第七条　政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、第八条第二
項に規定する社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮の在
り方その他この法律の施行の状況について検討を加え、必要があると認める
ときは、その結果に応じて所要の見直しを行うものとする。
（障害者基本法の一部改正）
第八条　障害者基本法の一部を次のように改正する。
第三十二条第二項に次の一号を加える。
四　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第　
号）の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること。
（内閣府設置法の一部改正）
第九条　内閣府設置法の一部を次のように改正する。
第四条第三項第四十四号の次に次の一号を加える。
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四十四の二　障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（障害を
理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第　号）第
六条第一項に規定するものをいう。）の作成及び推進に関すること。
理由
全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と
個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資するため、障害を理由とする
差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害
を理由とする差別を解消するための措置等を定める必要がある。これが、この
法律案を提出する理由である。
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